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令和７年度第１回島田市廃棄物減量等推進協議会 議事録 

 

日 時 令和７年７月 25日（金）13時 30分から 14時 30分まで 

場 所 田代環境プラザ ３階 大会議室 

出席者 別紙出欠表のとおり 

 

次 第 

１．開会 

２．委嘱状交付 新任委員の河邉委員、森上委員に委嘱状が交付された。 

３．あいさつ  櫻井環境課長、草野会長 

 

 議事前の事務局からの概要説明 

  島田市廃棄物減量等推進協議会及び島田市一般廃棄物処理基本計画の概要について、資

料２ページのとおり協議会の役割や基本計画の体系や内容について説明を行った。 

 

４．議事 

 （１）島田市のごみの現状と課題について 

  事務局から市内におけるごみの現状にと課題について、資料の３ページから５ページの

とおり説明を行った。 

  〇ごみ処理量については年々減少している。 

  〇１人１日当たりのごみ排出量は、県下の順位は例年同じ位置にある。 

  〇燃えるごみの「ごみ質分析」結果から一般的に言われている燃えるごみの半数が生ご

みでそのうち７割が水分であるという数字については、この分析結果から引用している。 

  〇ごみ処理経費の推移については、ごみが減量している中でも原材料費、石油価格、人

件費高騰により増加している。 

  〇人口、世帯数、集積所数について、人口は減少しているが核家族化により世帯数が増

えることで、集積所数も増加している。 

  〇ごみ処理における課題として、人口減少に伴いごみの量が減っているが、処理コスト

は増加する要因が多く、ごみ減量と処理経費の相関を分析する必要がある。 

  質疑応答 

  質問①（河村委員）処理費用に売電等の収入は含んでいるか？ 

  回答①（事 務 局）処理費用は実態調査の結果を引用しているが、調査項目を確認する

必要があるため、確認の上次回協議会で報告させていただく。 

  質問②（河邉委員）焼却コスト抑制についてはどのように対策していくか？ 

  回答②（事 務 局）説明でもあったが、燃えるごみの５割が生ごみでそのうち７割が水

分であり、焼却施設は溶融炉で高温によりごみを溶かす方式であるた

め、水分の多いごみは燃焼効率を低下させる原因となっている。その

ため、現在、生ごみの減量を中心に取り組んでいるところである。 

 

 （２）協議事項 

  ①計画策定期間の見直し（案）について 

   事務局から資料６ページのとおり、今まで策定した計画期間がそれぞれ異なっていた
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ため、いままでの策定期間と整合をとり国の指針を参考にして 10 年計画に統一し５年

毎の見直しをする案について説明を行った。 

 

  ②重点的に協議する議題（案）について 

   事務局から資料６ページのとおり、今回から新たに計画に盛り込む事項として「食品

ロス削減推進計画」及び令和６年度に実施した一般廃棄物処理に関するアンケート調

査」があり、計画策定に際し新規案件２点を重点的に協議する議題として説明を行った。 

   また、協議会における計画の協議については従来の提言書作成から離れ、２回目以降

を上記新規案件の内容審議に重点を置き、協議内容を計画に反映するものとする。 

   【資料】〇「計ってみよう家庭での食品ロス（消費者庁）」８ページから 16ページ 

       〇「一般廃棄物処理に関するアンケート」17ページから 22ページ 

 

⇒協議事項については質疑なしでいずれも承認された。 

 

（３）前回の提言内容について 

   事務局から、資料６ページのとおり前回計画策定の際の提言内容について説明を行っ

た。 

 

５．その他 

事務局から資料７ページのとおり、協議会スケジュールの説明を行った。 

２回目以降の日程については、これから計画策定業務を委託する事業者により市から提

出する基礎資料をもとに素案を作成することになるため、その進捗状況により２回目以降

の開催日程が決まる旨を説明した。 

質疑応答 

質問①（河村委員）事業者に計画策定を委託するということであるが、協議する素案とは

どのようなものか？ 

         また協議会での意見はどのように素案に反映されるか？ 

回答①（事 務 局）素案作成に当たっては、現行の計画をベースに市内のごみに関する実

績等の基礎データ基に委託事業者が計画に必要な推計値等を作成する

ものである。計画については当該素案を協議会で審議いただき、協議の

上で出された意見等を計画に反映していく。 

質問②（河村委員）計画の協議は第２回の一度だけであるか？ 

回答②（事 務 局）計画策定に関する協議は第２回、第３回を予定している。第２回で素

案をどこまで具体化したものを示すかは現段階ではわからないが、年明

けのパブリックコメントを経て年度末に策定完了をしなくてはならな

いため、逆算をしても概ねスケジュールで示した時期に協議をお願いす

る必要がある。 

 

 

以上 


